
作成責任者名

政策体系上の
位置付け

平成27年７月

25 約69% 平成22年度 約67% 約69% 約69% 約70% 集計中 約75% 平成28年度

26 9.8㎡/人 平成22年度 9.7㎡/人 9.8㎡/人 9.9㎡/人 10.0㎡/人 集計中 10.5㎡/人 平成28年度

27 12.6㎡/人 平成22年度 12.5㎡/人 12.6㎡/人 12.7㎡/人 12.8㎡/人 集計中 13.5㎡/人 平成28年度

28 16% 平成23年度 － － 16% 25% 48% 60% 平成28年度

24,294 24,448 22,019 18,741

(23,550) (23,512)

150 150 150 150

(150) (150)

- - - 8

- -

23,172 24,276 23,770 18,897

(19,533) (19,588)

平成２６年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２６－⑦）

施策目標 ７　良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する 担当部局名 都市局 公園緑地・景観課長　梛野　良明

業績指標等

実績値

業績指標等の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

目標年度24年度 25年度
評価結果 目標値初期値

21年度 22年度 23年度

施策目標の概要及び達成すべき目標
都市における緑とオープンスペースの確保を図るため、道路・河川等との事業間連携、官民協働により、
効率的・効果的に都市公園の整備、緑地保全等を推進する。

施策目標の
評価結果

２　良好な生活環境、自然環境の形
成、バリアフリー社会の実現

政策評価実施
予定時期

歩いていける身近なみどりのネットワークが体系的に
整備されている割合

少子高齢化社会に対応するため、長期的に100％となることをめざしており、現況値との勘案により平成28年度の目標値約75％を設
定している。

1人当たり都市公園等面積
緑豊かな生活環境の形成を図るため、欧米主要都市の水準等を踏まえ、第二次新・生物多様性国家戦略（H14）において、長期的に
住民一人当たりの都市公園等面積を20㎡に高めることが目標とされているところであり、都市公園等の現況値のトレンドから目標値
を設定。

都市域における水と緑の公的空間（制度等により永
続性が担保されている自然的環境）確保量

水と緑豊かで良好な都市環境を着実に形成していく必要があり、都市公園、特別緑地保全地区等の現況値のトレンドを踏まえ目標値
を設定。
【社会資本整備重点計画第3章のフォローアップ指標（「都市域における水と緑の公的空間確保量」と同一定義）】

地方公共団体における公園施設の長寿命化計画策
定率

25、26、27、
28、29、48

平成23年度に行った計画策定意向アンケート結果を踏まえ、都市基幹公園・大規模公園を有する地方公共団体のうち、計画策定済
み団体の割合を平成23年度約16％から平成28年度約60％まで向上させる目標を設定。
【社会資本整備重点計画第3章のフォローアップ指標（「公園施設の計画的維持管理の推進」と同一定義）】

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 26年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要
関連する
業績指標
等番号

達成手段の目標（26年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）25年度

（百万円）

26年度
行政事業レビュー

事業番号

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

主要観光施設の入場者数： 1,300千人

(1)
国営公園等事業
（昭和47年度）（関連：25-⑧、
⑪、㊵）

49

(2)
明日香村歴史的風土活用事業
交付金
（平成12年度）

50
国民共有の財産である明日香村の歴史的風土の保存を図るため、明日香法に基づき全国でも唯一村内全域に厳しい土地利用
規制を課していることを背景とした人口減少、高齢化、観光客の減少、農林業の衰退等の課題に対応し、歴史的風土の創造的
活用の推進を図る。

-

公園緑地の保全・創出により、地球温暖化の防止、ヒートアイランド現象の緩和、生物多様性の保全等の地球環境問題等への
対応を図るほか、歴史的風致維持向上による地域活性化等を推進する。また、地震災害時に復旧・復興の拠点や避難地となる
防災公園の整備、子どもや高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利用できる都市公園の整備等を推進する。

建築物等の修景件数： 50件

－

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

【閣決（重点）】（業績指標27）
社会資本整備重点計画（平成24年8月31日）

(3)
古都における歴史的風土の保
存方策等検討調査
（平成26年度）

新26-008

古都保存法は、現状凍結的な厳しい行為規制とその代償として損失補償と土地の買入れ制度により歴史的風土の保存に一定
の役割を果たしてきたが、近年、歴史的風土を構成する森林や農地等の自然的環境の荒廃や植生遷移など新たな問題に直面
している。これらの問題を解決するため、多様な主体が参画し自然的環境を誘導するための方策を検討し、古都における歴史
的風土の保存を推進する。

-


